
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人海洋研究開発機構（法人番号 7021005008268）の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

②令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

役員報酬水準を検討するにあたって、以下の国家公務員の給与水準及び類似する企業規模の

データを参考とした。
① 事務次官年間報酬額…２３，３７４千円
② １,０００人以上３,０００人未満の企業規模を有する役員の年間報酬額…３３，３１５千円
（令和元年民間企業における役員報酬（給与）調査）

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、

国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給（８２０,０００円）に特別

地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た額）を加算して算出している。期末特

別手当についても、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程及び役員の期

末特別手当の支給割合の取扱細則に則り、合計額（本給＋特別地域手当＋本給×１０

０分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）に、次の各号に定める割合の合計

を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内の期間における在職期間に応じた割合を

乗じて得た額に、その者の職務実績に応じ、理事長が△１０％から＋１０％の範囲内で

支給割合を増減することができる額としている。
（１） 一般職給与法第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受ける職員の
期末手当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適用を受ける
職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、令和３年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の改定
はなかった。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、

国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給（１,００６,０００円）に

特別地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た額）を加算して算出している。期

末特別手当についても、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程及び役

員の期末特別手当の支給割合の取扱細則に則り、合計額（本給＋特別地域手当＋本

給×１００分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）に、次の各号に定める割合

の合計を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内の期間における在職期間に応じ

た割合を乗じて得た額にその者の職務実績に応じ、理事長が△１０％から＋１０％の範

囲内で支給割合を増減することができる額としている。
（１） 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下「一般職給与
法」という。）第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受ける職員の期末手
当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適用を受ける
職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、令和３年度では、一般職給与法の指定職の改定に準拠した期末特別手当支給
率の改定はなかった。

役員報酬については国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に基づき支給した。 こ
のうち、期末特別手当については「文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務
実績に応じ、理事長がこれを増額し、又は減額することができる」としており、令和３年度において
は 当該規定に基づき令和２年度の業績評価を反映している。
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理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員報酬支給基準は、月額から構成されている。月額については、国立研究開
発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当（理事 １２１,７０
０円）を支給することとしている。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額につい
ては、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、本給（７０３,００
０円）に特別地域手当（本給の月額に１００分の１０を乗じて得た額）を加算して算出
している。期末特別手当についても、国立研究開発法人海洋研究開発機構役員
報酬規程及び役員の期末特別手当の支給割合の取扱細則に則り、合計額（本給
＋特別地域手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別地域手当）×１００分の２０）
に、次の各号に定める割合の合計を乗じ、さらにその者の基準日以前６箇月以内
の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、その者の職務実績に応
じ、理事長が△１０％から＋１０％の範囲内で支給割合を増減することができる額と
している。
（１） 一般職給与法第１９条の４第２項において、指定職俸給表の適用を受ける職
員の期末手当基礎額に乗じる割合として定められる割合
（２） 一般職給与法第１９条の７第２項第１号ロにおいて、指定職俸給表の適用を
受ける職員の勤勉手当基礎額に乗じる割合として定められる割合

なお、令和３年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の
改定はなかった。

役員報酬支給基準は、月額から構成されている。月額については、国立研究開発
法人海洋研究開発機構役員報酬規程に則り、非常勤役員手当（監事 ９８,０００円）
を支給することとしている。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,570 12,072 5,291 1,207 （特別地域手当） 3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

13,678 9,840 2,803
984
50

（特別地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

15,292 9,758 4,313
976
246

（特別地域手当）
（通勤手当） 3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

13,955 9,840 2,803
984
327

（特別地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

13,132 8,436 3,697
844
155

（特別地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

1,176 1,176 0 0

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「特別地域手当」は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）第１１条の３の
　　　規定に準じて支給する。
注４：単位未満を切り捨てているため、総額が内訳の合計と一致しないものがある。

就任・退任の状況
役名

C理事

B理事

前職

B
法人の

長

A監事

B監事
（非常勤）

その他（内容）

A理事
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

当機構は、海洋に関する基盤的研究開発及び学術研究に関する協力等の業務
を総合的に行い、海洋科学技術の水準の向上を図り、学術研究の発展に資するこ
とを目的としている。これまで、複数の研究船や探査機等を保有し運用するという
機構の強みを生かし、海洋観測や多様な研究開発による高水準の成果を創出し、
その普及・展開を推進してきた。そして、機構は、引き続き我が国の海洋科学技術
の中核的機関としての役割を担っている。

そうした組織の中で、海洋研究開発機構の法人の長は、法人全体の研究業務を
総括する一方で、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリーダー
シップに加え、研究分野に対する高度な専門性が求められる。

法人の長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員年間報酬
額３３，３１５千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事務次官の年間給与
額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。

なお、当機構は独立行政法人通則法において定められているとおり、国家公務
員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考慮
して報酬額を定めている。また、毎年の人事院勧告の結果を反映しており、報酬水
準は妥当であると考える。

当機構は、海洋に関する基盤的研究開発及び学術研究に関する協力等の業務
を総合的に行い、海洋科学技術の水準の向上を図り、学術研究の発展に資するこ
とを目的としている。これまで、複数の研究船や探査機等を保有し運用するという
機構の強みを生かし、海洋観測や多様な研究開発による高水準の成果を創出し、
その普及・展開を推進してきた。そして、機構は、引き続き我が国の海洋科学技術
の中核的機関としての役割を担っている。

そうした組織の中で、海洋研究開発機構の理事は、各担当の業務を総括する一
方で、法人の長同様に高いマネジメント能力やリーダーシップに加え、各担当分野
に対する高度な専門性が求められる。

理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の取締役の年間報酬
１９，２７６千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事務次官の年間給与額２
３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。

なお、当機構は独立行政法人通則法において定められているとおり、国家公務
員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考慮
して報酬額を定めている。また、毎年の人事院勧告の結果を反映しており、報酬水
準は妥当であると考える。

該当者なし

当機構の監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の取締役の
年間報酬額１９，２７６千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事務次官の
年間給与額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。

なお、当機構は独立行政法人通則法において定められているとおり、国家公務
員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考慮
して報酬額を定めている。また、毎年の人事院勧告の結果を反映しており、報酬水
準は妥当であると考える。
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　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,706 3 0 R3.3.31 1.2 ※

千円 年 月

5,147 5 0 R3.3.31 1.0 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事

法人での在職期間

法人の
長

A理事

C理事

監事
（非常勤）

当機構の監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の取締役
の年間報酬額１９，２７６千円と比較した場合、同水準以下であり、また、事務次官
の年間給与額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。

なお、当機構は独立行政法人通則法において定められているとおり、国家公務
員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を考
慮して報酬額を定めている。また、毎年の人事院勧告の結果を反映しており、報
酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や業務の実績、参考となる他法人及び民間企業との比較などを
考慮すると、法人の報酬水準は妥当であると考える。
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当なし

当該役員が在職した期間に係る機構の年度実績評価及び、当該役員の任期中の個人的な
業績の評価に基づき、当該役員の業績勘案率については、算定ルールに基づき文部科学大
臣によって１．２と決定された。

監事
（非常勤）

該当なし

当該役員が在職した期間に係る機構の年度実績評価及び、当該役員の任期中の個人的な
業績の評価に基づき、当該役員の業績勘案率については、算定ルールに基づき文部科学大
臣によって１．０と決定された。

判断理由

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

監事

法人の長

理事

役員報酬支給基準のうち、期末特別手当については、国立研究開発法人海洋研究開発機構役
員報酬規程に則り、文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じ、
理事長がこれを増額し、又は減額することができることになっている。Ⅰ１②にある仕組みを継続し
て 実施し、必要に応じて拡充することを検討する。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構職員の給与水準を検討するにあたって、令和３年国家公務員給与等実態調
査結果および令和３年職種別民間給与実態調査結果の表１０ 職種別、規模別、学歴
別、年齢階層別平均支給額（事務・技術関係職種）等を参考とした。
① 国家公務員…令和３年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
与月額は ４０７，１５３円となっており、全俸給表の平均給与月額は４１４，７２９円となっ
ている。
② 職種別民間給与実態調査で比較可能な当該法人と同等の規模（企業規模：５００
人以上）及び学歴（大学卒）の職種別令和３年４月分平均支給額は、事務職では事務
部長７５８，２１２円、事務部次長６９７，１１７円、事務課長６４４，０４６円、事務課長代理
５９１，２２３円、事務係長５３５，４４５円、事務主任４２２，０９０円、事務係員３５７，７７２円、
技術職では技術部長７８３，２０８円、技術部次長６７４，７３５円、技術課長６１９，１１５円、
技術課長代理５４０，４９７円、技術係長５２９，８９６円、技術主任４５７，１７２円、技術係
員３８０，３２９円、となっている。

業務運営の効率化、効果的推進のために、優秀な人材の確保、適切な配置及び資
質の向上を目指し、各事業の遂行に必要とされる人員配置計画を定め、適切な職員の
配置を行い、人件費の管理を行っている。

国立研究開発法人海洋研究開発機構職員給与規程に則り、本給及び諸手当超過
（勤務手当、休日勤務手当、深夜手当、潜水手当、放射線業務手当、役職手当、船員
手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、研究員調整手当、住居手当、 通勤手当、
単身赴任手当、寒冷地手当、船舶衛生管理者手当、在船当番手当、年次有給休暇
中の船員に対する食費及び期末手当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（本給＋役職手当＋広域異動手当＋研究
員調整手当＋船員手当＋職務加算＋役職加算）に人事評価による評価係数、原資
調整の加算係数及び支給月数を乗じ、６月に支給する場合においては１００分の２２２．
５０、１２月に支給する場合においては１００分の２２２．５０を乗じ、さらに基準日以前６
か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤務成績の給与への反映の度合いを高めることを目的とした人事評価制度を導入し、
評価結果を昇給及び期末手当に反映している。
また、特に顕著な業績を挙げた職員に対して業績手当を支給している。
本給は、４号給を標準として１号給から８号給以内の幅において、所属、職種及び職
階ごとに、人事評価結果に応じた昇給幅を定め昇給させている。
期末手当は、所属、職種及び職階ごとに、人事評価に応じて、支給割合を決定してい
る。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

660 47.1 7,456 6,293 104 1,163
人 歳 千円 千円 千円 千円

331 46.6 8,142 5,823 104 2,319
人 歳 千円 千円 千円 千円

288 45.7 7,863 5,637 101 2,226
人 歳 千円 千円 千円 千円

43 52.8 10,006 7,066 119 2,940
人 歳 千円 千円 千円 千円

329 47.6 6,767 6,767 104 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

143 48.5 3,384 3,384 101 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

180 47 9,583 9,583 107 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 43.0 2,925 2,925 115 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

（任期制職員）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 44.5 3,819 3,819 97 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

15 44.5 3,819 3,819 97 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

69 40.8 6,377 6,268 122 109
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 49.6 7,344 7,344 163 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 39 7,300 7,300 106 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 32.7 5,346 5,346 88 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 47.8 9,145 6,644 221 2,501
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 50 3,618 3,618 154 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.2 3,158 3,158 148 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.8 2,450 2,450 37 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 61.8 2,450 2,450 37 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教員職種（高等専門学校教員）については該当者がいないため、記載をしていない。

注３：在外職員については該当者がいないため、記載をしていない。

注４：任期制職員の医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、教育職種（高等専門学校教員）については該当者がいないため、記載をしていない。

注５：非常勤職員については該当者がいないため、記載をしていない。

注６：人員が２名以下の職種については当該個人に関する情報が特定されるため、記載をしていない。

出向職員

再任用職員

産業保健スタッフ

研究職種

常勤職員（年俸制）

支援スタッフ

アビリティスタッフ

支援スタッフ

研究職種

任期付職員

臨時研究補助員

産業保健スタッフ

研究職種（年俸制）

アビリティスタッフ

事務・技術

区分

ポスドク研究員

総額
うち所定内 うち賞与

常勤職員総計
（年俸制を含む）

常勤職員

事務・技術

支援スタッフ

任期付職員（年俸制）

事務・技術

研究職種

区分 人員 平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

人員 平均年齢

令和３年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除
く。以下、④まで同じ。〕

注２：年齢２０～２３歳の該当者が2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与については表示していない。

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢４０～４３歳の該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与については表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 9 56.7 11,586 12,110 ～ 9,808

本部課長 65 52.8 10,274 11,755 ～ 8,434

本部課長補佐 75 48.4 7,985 9,142 ～ 6,507

本部係長 89 44.3 6,784 8,317 ～ 5,685

本部係員 50 33.1 5,213 7,161 ～ 3,774

（研究職員）

平均
人 歳 千円

本部研究部長 10 57.2 12,638 13,224 ～ 12,009

本部研究課長 11 53.1 10,407 12,169 ～ 7,353

本部研究課長補佐・同相当職 4 49.0 8,795

本部主任研究員 17 51.3 8,333 9,318 ～ 7,385

本部研究員 1

④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

最高～最低 120.0～85.0 112.8～70.0 116.4～77.5

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

最高～最低 126.9～68.3 112.8～82.0 119.9～75.2

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

最高～最低 106.0～94.0 104.5～95.0 105.3～94.5

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

最高～最低 104.5～95.5 104.0～95.0 104.3～95.3

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ

千円

一律支給分（期末相当）

年間給与額

最高～最低
人員

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

一般
職員

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

一律支給分（期末相当）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

一般
職員

平均年齢

区分

管理
職員

人員

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

区分

分布状況を示すグループ
年間給与額

最高～最低
千円

平均年齢

注：　本部研究課長補佐・同相当職の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることか
ら、年間給与の最高額・最低額の記載はしない。
注2：本部研究員の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年
間給与の平均額については記載していない。

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 109.0
・年齢・地域勘案 113.9
・年齢・学歴勘案 106.3
・年齢・地域・学歴勘案 112.8
(1)学歴構成
　当機構は、海底資源研究開発、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震発生帯研究
開発、海洋生命理工学研究開発、先端的基盤技術の開発及びその活用等国家的・社
会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発を推進する等、海洋に関する基盤技
術開発において世界をリードする研究開発を推進しており、極めて高度な知識を有する
研究者が在籍している。事務技術組織においては、これらの研究者と一体となり、機構
の将来にわたって研究マネジメント及び機構の組織運営等高度な業務を、迅速かつ的
確に遂行していくため、研究開発、研究施設・設備の運用等専門性の高い事業を理解
し、企画立案力、折衝力及び国際調整力等の優れた能力を必要としている。従って、学
歴が大学卒以上（特に理工系修士課程修了）の者を中心に採用しており、国家公務員
行政職と比較して大学卒以上の比率が非常に高い。
大学卒以上である職員の割合：
●国家公務員(行政職（一）適用者)：６０.４％（うち修士課程修了以上：７.７％）
　※令和３年人事院勧告　参考資料「１　国家公務員給与関係」第２表に基づく
●海洋研究開発機構：８５.４％（うち修士課程修了以上：４７.６％）

(2)管理職員の割合
　当機構は、研究者の流動性を維持し世界最先端の研究水準を維持するために研究者
の多くを任期制職員として雇用しているとともに、研究遂行上必要とされる種々の役割と
業態に対応するべく複数の雇用形態を併用した人員体制を採っている。多様な人員の
管理に係る綿密な業務については、各研究組織に事務部門をおき、研究推進に係る事
務管理を一手に担う体制を採っている。また、船舶の運航管理及び勤務形態の複雑な
船員の人員管理を行う事務組織が不可欠である。当機構においては経営企画部、総務
部、人事部、経理部等といった管理部門と、研究推進部門及び船舶運航部門とが密に
連携して迅速に判断を下し、高度な業務を遂行する必要があるため、各事務組織にお
いて多くの管理職員を必要としている。これらの組織においては業務の効率化を推進し
た結果、常勤職員においては、より担当業務が高度化する傾向にあり、その結果として
国家公務員行政職と比較して管理職員の割合が高くなっている。
管理職員の割合：
●国家公務員：１８.０％
　※人事院による「令和３年国家公務員給与等実態調査結果」第１２表における行政職
（一）俸給の特別調整額受給者の割合に基づく
●海洋研究開発機構：２４.７％（ただし、比較対象職員２８８人の他に、事務・技術業務
に従事している年俸制職員１３人、支援スタッフ１５２人、出向職員３人、アビリティスタッ
フ９人、産業保健スタッフ２人を加えた場合、管理職の割合は１６.１％となる。）

(3)人員構成
　当機構は、人材の活用方針として、任期制職員を積極的に活用している。とりわけ、国
家公務員と比較するならば、行政職（一）俸給表でいうところの１級から３級相当の業務
については、その業務を担う支援職の制度を設けており、任期制支援職員及び無期雇
用支援職員の担当業務として位置付けている。
　現在のラスパイレス指数（対国家公務員指数）においては、その比較対象が月給制の
定年制職員に限定されるため、これら支援職層を中心とする年俸制職員が数字上反映
されていない。具体的には、事務・技術系の職員としては定年制及び任期制の合計４６
７人が在職している。本紙で公表しているラスパイレス指数は、前述４６７人のうち月給制
の定年制職員分の２８８人（６１.６％）を対象としている。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給
与水準が高く

なっている理由
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研究職員

・年齢勘案 96.0
・年齢・地域勘案 101.5
・年齢・学歴勘案 95.6
・年齢・地域・学歴勘案 101.3

項目 内容

（主務大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等
を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給
与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきことと
されている。（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決
定））
　当該法人は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び人員配置等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数が全て100を
上回っていることについての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結果から、国と
職員構成が異なること及び高度な専門知識と業務遂行能力を備える人材の確保を図る
必要性があること、また、初公表時の指数との比較から、適正な給与水準への取り組み
が継続されていること等を考慮すると適切な対応が執られていると考える。引き続き、独
立行政法人通則法による「職員の給与等」の趣旨に則り、適切な給与水準の設定に努
めていただきたい。

引き続き、人事評価による抑制的昇給制度等により適切な給与水準となるよう努める。

(1)学歴構成
　当機構は、海底資源研究開発、海洋・地球環境変動研究開発、海域地震発生帯研究
開発、海洋生命理工学研究開発、先端的基盤技術の開発及びその活用等国家的・社
会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発を推進する等、海洋に関する基盤技
術開発において世界をリードする研究開発を推進しており、極めて高度な知識を有する
研究者が在籍している。従って、学歴が修士課程修了以上の者しか存在しない。
大学卒以上である職員の割合：
●国家公務員(行政職（一）適用者)：９８.４％（うち修士課程修了以上：８１.３％）
　※令和３年人事院勧告　参考資料「１　国家公務員給与関係」第２表に基づく
●海洋研究開発機構：１００％（うち修士課程修了以上：１００％）

(2)管理職の割合
　当機構は、研究者の流動性を維持し世界最先端の研究水準を維持するために、平成
１９年から研究者を原則として年俸制職員として雇用している。そのため、現存する定年
制職員の中では、管理職の割合が高く出る傾向があるが、国家公務員を上回ってはい
ない。
管理職員の割合：
●国家公務員：７２．６％
　※人事院による「令和３年国家公務員給与等実態調査結果」第１２表における研究職
俸給の特別調整額受給者の割合に基づく
●海洋研究開発機構：４６.５％（ただし、比較対象職員４３人の他、年俸制の定年制職
員１８０人、任期制職員として研究業務に従事している研究職種３０人、ポストドクトラル
研究員１８人、臨時研究補助員１７人を加えた場合、管理職の割合は２５.０％となる。）

(3)人員構成
　当機構の研究職については、平成１９年から、原則、任期制職員のみの採用となって
おり、ラスパイレス指数（対国家公務員指数）の比較対象となる定年制職員は年俸制適
用者を除く既存の４３人となっている。そのため、ラスパイレス指数の比較においては、母
数が極めて小さいため、人事異動等により指数が変動しやすい傾向がある。

（法人の検証結果）
　海洋は地球環境の変化に大きく関連し、地球上のすべての生命維持のために必要不
可欠なものである。海洋に関する科学的な知見の充実が重要であり、地球温暖化や巨
大海溝型地震・津波への対応、海洋鉱物資源の開発等、政策課題対応型の研究開発
が必要とされており、海洋研究の次世代を担う人材育成の重要性が指摘されている。ま
た、国家基幹技術を始めとする海洋に関する基盤的な技術開発力や海洋科学技術に
関する基礎的な研究開発力を着実に強化し、推進することが必要となる。これらの事業
の性格が国からの財政支出を受けている理由である。このような国家プロジェクトの研究
開発の実施のために、高度な専門知識と業務遂行能力を維持するため現在の給与水
準となっている。

　給与水準の
妥当性の検証

講ずる措置

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給
与水準が高く

なっている理由
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

今後も国家公務員の給与の動向を注視し、適切な給与水準となるよう努める。

（法人の検証結果）
　海洋は地球環境の変化に大きく関連し、地球上のすべての生命維持のために必要不
可欠なものである。海洋に関する科学的な知見の充実が重要であり、地球温暖化や巨
大海溝型地震・津波への対応、海洋鉱物資源の開発等、政策課題対応型の研究開発
が必要とされており、海洋研究の次世代を担う人材育成の重要性が指摘されている。ま
た、国家基幹技術を始めとする海洋に関する基盤的な技術開発力や海洋科学技術に
関する基礎的な研究開発力を着実に強化し、推進することが必要となる。これらの事業
の性格が国からの財政支出を受けている理由である。このような国家プロジェクトの研究
開発の実施のために、高度な専門知識と業務遂行能力を維持するため現在の給与水
準となっている。

（主務大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等
を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給
与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきことと
されている。（独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決
定））
　当該法人は、国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与及び人員配置等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性
の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設
定に努めていただきたい。

講ずる措置

　給与水準の
妥当性の検証

（扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）
月額１９８，０００円年間給与２，９４３，０００円
○３５歳（主任）
月額３５５，０００円年間給与５，９２３，０００円
○５０歳（課長）
月額５７７，０００円年間給与１０，０７０，０００円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者は、主任級以下６，５００円、課
長級３，５００円、部長級以上は支給無し、子は１人につき１０，０００円）を支給

期末手当の算定にあたり、人事評価の結果により係数を定め、評価結果を
支給額に反映させる仕組みを導入している。
Ⅱ１②にある仕組みを継続して実施し、必要に応じて拡充することを検討す
る。
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Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円

6,686,671 6,621,784 6,636,687
(A)

千円 千円 千円

149,740 184,122 147,352
(Ｂ)

千円 千円 千円

498,966 499,030 499,840
(Ｃ)

千円 千円 千円

1,526,512 1,462,204 1,385,255
(D)

千円 千円 千円

8,861,889 8,767,140 8,669,134

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

福利厚生費

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額

区　　分

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

「退職手当支給額」は、前年度対象者より5名減少し、対前年度比約37,000千円（20％）の減

少となった。

「福利厚生費」は、宿舎制度の見直し等による宿舎利用者により、対前年度比約77,000千円

（5.3％）の減少となった。

以上から、「最広義人件費」は、対前年度比約98,000千円（1.1％）の減少となった。

なお「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２９年11月１７日閣議決定）に基づ

き、平成３０年１月１日から以下の措置を講ずることとした。
役職員の退職手当について、国と同様に退職給付に係る調整率を改正し、支給水準の引き下
げを実施した。

役員に関する講じた措置の概要：調整率を国と同様に「１００分の８７」から「１００分の８３．７」 に
引き下げ、支給割合を「１００分の１０．８７５」から「１００分の１０．４６２５」に改めた。
職員に関する講じた措置の概要：調整率を国と同様に「１００分の８７」から 「１００分の８３．７」に
引き下げ、これに伴う退職事由・勤続期間別割合の改定を行った。
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